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公企業の政治経済学
—憲法的ルールと非営利組織ー一
池上 惇
I はじめにープライバタイゼーションと公企業一
現代公企業論を研究する視点は，実に多様である。まず， 1980年代に世界
的な規模で展開された「再私有化」， あるいはプライバタイゼーションの動
きは，従来の公企業論の前提に対して，ひとつの再検討を迫るものとなっ
た。それまで， 公企業は， さまざまな批判があったとはいえ， 少なくとも
市場経済の欠点を克服する有力な手がかりと看倣されていたし，資本主義社
会の生産力の発展によって所有形態は，次第に，私的で個別的なものから，
集団的で社会的なものへと発展するのが自然であると考えられてきた。しか
し，公的所有や公的規制による経営の社会的な形態は，最近の技術進歩や官
僚制の発展，財政赤字の累積などの前に，次第に，あるいは急激に変化を遂
げた。また，公企業論の暗黙の前提であった規模の経済性の理論に対しても
1970年代には「範囲の経済性」という新しい概念が提起されて自然的独占の
理論は根本から見直されることとなった％
このような動向のなかで，とりわけ，問題となったのは，国や自治体の直
営事業であった。国際的に見て，これらの大部分は「再私有化」政策によっ
て，その多くが政府出資，あるいは政府が株式の多くを保有する特殊法人化
1) J. Vickers & G. Yarrow, Privatization-An Economic Analysis, 1988., 林
堅太郎「プライバタイゼーション一ーイギリス産業社会の再生戦略」法律文化社，
1990年。
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された。また，公共企業体が典型であるとされてきた特殊法人も，国有化が
否定されて政府が株式を保有し，株式市場の状況によっては公開・上場しう
る株式会社形態の特殊法人に転換された。日本においても， 1980年代に，電
電公社，国鉄，専売公社などが相次いで民営化され，政府が株式の大半を所
有する特殊会社となった。同様の傾向は，日本とは異なり，労働党政権や社
会党政権の下で社会主義的な改革政策の一環としての基幹産業の国有化を進
めてきたイギリスやフランスをも直撃した。資本主義諸国だけでなく，旧社
会主義諸国においても，国有企業の解体や私有化を進める法制度が相次いで
成立し， 民営化は， あたかも， 時代の大勢のようにさえ， 思われたのであ
る。
しかし，公企業の研究に当たって，国家的な所有形態の変化のみに焦点を
合わせるのではなくて， 1)市町村など自治体，コミュニティの動向に注目
したり， 2)直営から間接経営方式への移行に重点をおいて検討を加えてみ
ると，むしろ，特殊会社や補助金を交付される非営利組織は増大する傾向に
ある，との指摘は一貫して行われてきた。
とくに，自治体における間接経営方式の公企業の発展は1970年代からすで
に目覚しいものがあり，寺尾晃洋教授は1980年3月に公刊された「自治体の
企業経営ー一大阪市の実態—」において，最近の公企業における変化は，
地方公営企業における企業性の強化と地方公社の急増にみられる間接経営方
式の普及にあることを指摘された2)。また，森恒夫教授は「現代日本型公企
業の軌跡―公益と私益の対立と融合ーー」 (1992年）において，日本の公企
業は従来の公社というイメージから「モデルなき特殊法人」とその数の増加
（例えば国鉄の民営化は 6つの JRと3つの新しい特殊法人を生みだした）
をもたらしたことを指摘されている3)。
2) 寺尾晃洋「自治体の企業経営一~大阪市の実態—」ミネルヴァ書房， 198吟ら
第1部， Iを参照。
3)森恒夫「現代日本型公企業の軌跡_/公益と私益の対立と融合一」ミネルヴ
ァ書房， 1992年，序章。
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これらの指摘によるかぎり，再私有化や「民営化」の進行は，公企業にお
ける企業性の強化と「第 3セククー」と呼ばれる特殊会社の増加を意味する
と考えてもよい。「民営化」というと， 完全な私企業や営利企業を連想しが
ちであるが，実態は，かなり違っていて，政府や自治体が出資や補助金によ
って間接的に管理している非営利組織の拡大であった。これは，よく考えて
みれば当然のことであって，元来，直営の公企業が分担していた業務は，住
民のニーズに応えてサービスを供給しなければならないが，私企業では採算
がとれない領域であったからである。もちろん，一部の公企業は価格の設定
の仕方によっては採算性もよく，私企業でもやってゆけるものがないわけで
はない。しかし，住民の生活に取っても必需的なサービスの場合には高料金
には限度があり， 「住民全体を対象としたサービス」としての特徴に規定さ
れざるをえないから，採算性には自ずから限度がある。もっとも，この限度
を無視して，公企業の採算性を追求すると供給独占による私益の追求という
形で公企業の変質が起こりうるので，この側面も見落すことはできない。最
近のように，いわゆる「民活型公企業」が増加してくると，私的資本が公金
を活用して，土地投機やゴルフ場会員権による利益追求に走る，ということ
なども十分にありうるからである％
以上のような現代公企業の特徴を念頭において，国有化や公有化による直
接経営ではなくて，間接経営の拡大がみられるとした場合，この傾向は何を
意味し，今後，どのような展開を遂げるものと考えるぺきであろうか。とり
わけ，間接経営の焦点にある「第3セクター」とは，経済理論から言えば，
どのような経済発展の傾向を示していると見るぺきなのか。本稿では，ま
ず，第 3セククーの活動範囲を確定した後に，それらを経済学のカテゴリー
で把握し，公企業の基礎理論を再構成してみたい。
4)民活の手法については，民活基本問題研究会編，通商産業省産業政策局民間活力
推推室監修「民活プロジェクトの新展開」通商産業調査会， 1992年。
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I 公企業の活動範囲と公共性の根拠をめぐって
ー憲法的ルールの重要性一
自治体における公企業の研究を大阪市を事例として検討された寺尾教授
は， 1970年代後半における地方公社の急増とその活動領域の多様化に注目さ
れ，都道府県では農林水産，商工関係などの産業行政が中心であり，指定都
市では都市開発，運輸・道路，住宅，商工関係，教育文化などの比重が高く，
市町村では圧倒的に地域・都市開発関係が多い（同上， 170ページ）こと，
昭和50年の調査と53年の調査を比較してみると，いずれについても，教育文
化関係の伸びが大きい。そして，指定都市では，大きい伸びを示したものと
して，社会福祉・衛生関係，教育文化関係，公害・環境保全関係，商工関係
などがあり，ここから「指定都市，つまり大都市では開発指向から福祉，環
境，文化，産業政策指向へと行政需要の方向が転換し，多面化し，それを地
方公社によって対応していることがわかる」ことを指摘されている5)。
他方，日本の公企業について，直営および間接経営を視野にいれつつ，国，
地方を通じて企業数の領城別の割合を計算された植草益教授は， 1975年の時
点で，電気・ガス・水道・運輸・通信が全体の44彩，サービス業が24彩，社
会保険・医療・教育・非営利団体などの公共的社会サービスが11団体などの
公共的社会サービスが11彩，建設業23彩，金融保険業は数の上では少ないが
質的な重要性がある，と指摘されている 6)。
直営であると，否とを問わず，これらで指摘されている公企業の活動領域
の基本的な特徴は，現代においても若干の変化はあるもの，継承されている
と見てよい。 1980年代はいわゆる「行政改革」や「民間活力」の導入などの
方向が強められるが，これらは，いずれも， 1970年代に進行していた基本的
な傾向を新たな「理論付け」によって正当化した，という側面が強かったか
5)寺尾，同上， 210ペー ジ。
6)岡野行秀，植草益編「日本の公企業」東京大学出版会， 1983年， 19ペー ジ。
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らである。すでに1970年代においても，低成長期の財政赤字は国と地方の双
方で進行しており，経費の節減や行政の「企業化」によるニーズの増大への
対応は避けることの出来ないものとなっていたからである。
公企業における間接的な経営形態の拡大の意義について，寺尾教授は，公
企業の設立の根拠は「人間の生存権と環境権」を守るという「公益性」にあ
り，自治体であれ，政府であれ，住民の民主主義的なコントロールのもとで，
行政の総合的な施策の一環として位置づけるぺきことを指摘される。この視
点からいえば，住民のニーズにたいして，敏感に，弾力的に対処しうる予算
制度や行政制度を整備することができるならば，直営方式が望ましい。しか
し，間接方式も，事業領域が民間に本来の責任があるもので，民間で行われ
ておらず，民間の意欲・創意・経験を活かすことが出来て，事業の計画性が
不可欠であれば，行政の一角を独立法人にゆだねる価値がある”。
直営方式であれ，間接経営方式であれ，基本的な点は，公企業の経営が国
民や住民の民主主義的な意思決定とそれに基づく公正な）レールによって，運
営され，制御されることこそが，公企業の特質である。そして，この意思決
定は憲法に保障された生存権と環境権を基準としなければならない。要約す
れば，この 2点が，寺尾教授の指摘される公企業論の基本的な性質である。
この基本の上で，企業会計の採用や独立採算制の活用は，住民の多様なニー
ズに対応するために，租税を有効に活用し，公企業への権限委譲や分権的な
意思決定によって，民間の経営からも学習しつつ公企業経営者の意欲・創意
・経験などが蓄積され，応用される上で有効ならば，その意義を認めること
ができる。しかし，実態をみると，多くの公企業は住民の民主主義的な制御
から，遠ざかり，企業性の強化に名を借りて，公共料金の引上げとサービス
の独占的供給に走り，生存権や環境権の保障という原点から離れるに至っ
た。寺尾教授が一貫して主張されてきた独立採算制の濫用への批判はこのよ
うな文脈のなかで展開されたものであった。
従来，公企業論において，公的な経営や所有の主体が登場する根拠を説明
7)寺尾，同上， 210ペー ジ。
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するとき， 1)社会的な生産力の発展から，私的個人的な経営，集団的な株
式会社経営，国家的な国有・公有企業の経営というように，企業形態の側面
に注目して，展開する議論や， 2)いわゆる自然的独占論を基礎に，公益企
業における公正競争を保障するシステムとして独占的な営業を認めるととも
に，公益事業委員会による価格などの統制を受け入れる経営を考える，とい
う議論，また， 3) リスクが大き過ぎるような研究開発や新規事業，あるい
は衰退しているが質的には重要な分野で，私企業が進出しえないものにたい
して公企業が事業活動を行う，という議論，などが提起されてきた8)0
これらは，何等かの意味での「市場経済の限界」にたいして，公共部門が
介入する場合の根拠を経済的な理由から説明したものといえよう。これらの
説明においては，生存権や環境権など，総じていえば，人権の保障や分配の
公正など，端的に言えば，政府の憲法的な業務を根拠とした説明が行われて
いないのが特徴である。一種の経済主義的な側面が強調されていて，政治経
済学的な規定が欠落してきたとも言えるであろう。
もし，これらの権利と上に列挙したような経済的な根拠との関係を問うと
したならば，どのような視点が必要とされるであろうか。その場合には，住
民が人間として生きてゆく上での安全・健康・快適・いきがい，などの欲求
を，まず，念頭におかねばなるまい。これらは，基本的な人権が他人や政府
から心身を傷つけられまいという「安全への欲求」安全を基礎として A.ス
ミスらの古典経済学者によって立論されたことを出発点とし，社会主義経済
学や厚生経済学が基礎とした生存権の理論によって発展させられてきた。と
くに，現代厚生経済学の代表者の一人である A.センは，人間のいきがい欲
求を充足するための機会をつくりだす社会システムを構想している9)。
8) J. ワイズマン「公有産業の政治経済学」能勢哲也•高島博編「公共政策と企業行
動」有斐閣， 1991年，彼は公有化を経済効率性を根拠に支持する所説を「神話」と
呼び，自然独占論，公共財論，管制高地論の三つを挙げている。
9) A. Sen, Commodities and Capabilities, 1985. (鈴村興太郎訳「福祉の経済学
—財と潜在能カーー」岩波書店， 1988年）。この文献の評価については，池上惇
「経済学—理論・歴史・政策一」青木書店， 1991年。
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これらの欲求が多様な住民のニーズとなって，充足の機会を求めたとき，
市場経済によって充足しうるニーズと，市場経済によっては充足できず，政
府や自治体によらざるをえないニーズ，および，市場経済の活用によって充
足できないわけではないが．人権の総合的な発展という点から見て，公共的
な支援，規制，統制のもとで非営利組織によらざるをえないニーズが区別さ
れうる。ニーズの充足という点からみた，この三つの区別を， 1)私経済に
よるニーズの充足， 2)政府・自治体によるニーズの充足. 3)非営利組織
によるニーズの充足，と呼ぶことにしよう。
これら三つのうちで，人間の社会形成という点からみて，最も，基本的な
ものは，いうまでもなく， 2)の領域である。安全などの人権をまもり，市
場経済における契約を確実なものとするには，憲法的なルールとそれらを活
かしうる最低限度の立法， 司法，行政などの機構が必要である。 A.スミス
が「諸国民の富」で1776年に指摘した通り，成文法のないところに大規模な
分業や交換は成立しない。してみると人間は憲法的な）レールの基礎上に，私
的な利益を追求する個人や団体の活動する市場経済と， この市場経済を活
用しながら，営利事業では供給できない住民のニーズに応える非営利的な組
織を発展させてきたといえよう。今日，政府や自治体の業務は個人の基本的
人権や安全の保障に止まらず，文化的にして最低限度の生活を保障し，さら
には，教育，労働，移動，など多方面にしてかつ，総合的な人権を保障する
憲法的ルールをもつに至った。
これらの憲法的なルールの総体は「憲法インフラストラクチャー」と呼ぶ
ことも出来る。いわば，あらゆる経済活動の基礎として法）レールを位置づ
け．民主主義的な意思決定過程の根本に憲法をおくわけである10)。その意味
は，普通にインフラストラクチャーというと，道路やエネルギー供給施設，
社会福祉や教育施設など「ハードな建築物」というイメージが強いが，これ
らのハードなものは，憲法にいう「人権保障」の規定を受けた建築物である
10) 池上惇「財政学ー~現代財政システムの総合的解明ーー」岩波書店， 1990年，
第1章。
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のが，本来の姿である，というものである。公企業は直営であれ，間接経営
であれ，通例，インフラストラクチャーや社会資本とよばれる社会の共通の
基盤となる領域を整備するものと考えられている。これらの概念規定につい
ては，さまざまな意見があるが，市場経済にとって何等かの意味での「共通
性や基盤性」を含意してきた。しかし，その基盤性のなかに憲法的ルールを
含めなかったために，公企業の公共性といっても，人権との関わりが明瞭と
はならず，そのために，公企業論は経済や技術のシステムが変化するたび
に，国有化と民営化の間を揺れ動いてきたのであった。かつては国有化が市
場経済の欠点にたいする万能薬のように主張されたし， 1980年代に至ると，
急に民営化が流行となった。とくに，情報技術の導入が電信電話事業の自然
独占的な性質を解消するというので，技術的な理由から民営化が主張された
りもした。 しかし， J.ワイズマンも指摘するように「技術的に効率的な装
置の最小必要規模が大き過ぎるために競争的生産が不可能である」という自
然独占論は，もともと，説得力に乏しい。彼によると「問題なのは……必要
投資の最小規模ではなくて，その規模に応ずる産出高と市場の需要の大きさ
との関係である」11)。
国公有化か，民営化か，という議論を，生産力に規模に応ずる経営組織の
ありかたや生産規模に関する技術的な理由から説明したり，さらには，財の
消費における非排除性の程度などによって説明するのは，公企業の本質にと
っては副次的な問題である。根本は多様な住民のニーズに応えて，人権を保
障する視点から，政府や自治体が対応するとき，さまざまな状況から，直営
か，間接経営か，の判断を迫られる，ということであろう。
公企業に於ける直営は，政府や自治体が本来の憲法インフラストラクチャ
ーに基づいて機能している場合には，住民や納税者の民主主義的な統制のも
とで公共サービスの供給が行われるものと期待される。しかし，現実には，
政府や自治体の政治や行政は市場経済の環境と絶えず接触しているし，資本
11) J. ワイズマン『公有産業の政治経済学」能勢哲也•高島博編「公共政策と企業
行動」有斐閣， 1991年， 249ペー ジ。
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主義的な雰囲気と無縁なわけではない。とくに，選挙が圧力団体との関係を
持ち，行政が専門的な官僚組織による分業の原理で運営されると，行政の分
化・分業が個別的な領域や圧力団体へのサービスになりやすく，さらには，
許認可業務や監督の権限が「天下り」などの利権や，場合によると贈賄など
の違法行為の土壌となることさえある 12)。これらは端的に公企業の官僚機構
化ということができるが，このような条件のある場合には直営が好ましくな
いことはいうまでもない。それでは，間接経営では官僚化を防止できるかと
いうと，政府や自治体の官僚化された主体が主導するならば，やはり，官僚
化の危険は免れない。そこで，官僚化から，自由で， しかも住民のニーズに
応えうる非営利組織を住民自身の主導のもとに発展させて，政府や自治体が
それらの動きを税制や補助金で支援するシステムを形成し，そこでの経験を
直営部門に導入しつつ官僚機構の民主主義的な改革を図ることが最も民主主
義的で効率的な方法であるかもしれない。このような方向は， 日本の「上か
らの」国有化や民営化とは異なり，主としてアメリカ合衆国で「下からのネ
ットワーク」として試行されてきた。フィランソロビーの議論との関連で，
この動向を福祉や文化などの領域を例にあげつつ概観したい。
m 非営利組織の急激な発展
ーフィランソロヒ°ーと第三セクター一
P. ドラッカーは最近のアメリカ合衆国について，非営利組織(non-profit-
able organizations)の役割が急激に増大しつつあることを強調する。彼
によると，病院，教会，健康，コミュニティ・サービス，学校，大学，慈善
団体，ボランティア団体，公益財団などの非営利組織部門は国民総生産の 2
~3%を占めるにすぎないが，その「生活の質」を高める機能は，ますます
重要性を増し，健康などに対する切実なニーズとそれらに応える人間的な活
12)池上，同上，序章， 34~38ベー ジ。
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動は独自のマネージメントと創意性のある経営者が非営利組織を基礎に形成
されていることを示した13)0 
ここにいう第三セクターをどのような内容をもつものとして評価するか
は，多くの問題を含むが， 一応は， さきに述べたように，「住民のニーズに
住民自身が応えて，仕事を起こし，非営利組織を創って公共的サービスを供
給するシステム」と理解しておこう。そして，日本の地方公社や特殊法人
が，どちらかといえば，「官主導」型の公企業であるのに対して， 合衆国の
場合には「民主導」のネットワークを基礎とした経営であることが多い。
非営利組織が拡大する要因は，さまざまでありうるが，現代のアメリカで
は，政府や自治体に余力がないこと，とくにレーガン時代の減税や「小さな
政府」の主張によってカットオフを行い，福祉や教育，交通などの切実な住
民ニーズに政府が対応出来なくなっていることを示唆している。アメリカ市
民は文字どおり自助の精神で，従来は公共サービスといわれた領域で仕事を
起こさなければならなくなった。これは，市民や市民社会の増大するニーズ
を充足しようとすれば，利潤を目的にして経営される私企業や官僚組織が発
展した硬直化の著しい政府部門よりも，非営利組織によらざるを得なくなっ
ている，という事情が背景にあるとみてよいであろう 14)。
また，政府の赤字を批判する議論が活発に行われた時期に， J.ブキャナ
ンは1940年代にイギリスの経済学者，コーリン・クラークの当時の主張に注
意を喚起している。クラークは当時，イギリス社会保障制度の確立にあたっ
て，ベヴァリッジ計画に依るべきではないと主張した。それは計画が40%以
上の租税負担率を計上していたからである。重税は国民の活力を奪い，政府
の官僚化をすすめて，長期的にみると，かえって非能率だ，と彼は主張して
13) P. Drucker, Managing the Non-profit Organization-Principles and Prac-
tices, 1990. 
14)松岡紀雄「企業市民の時代」日本経済新聞社， 1992年，ここではアメリカ社会の
三重苦，麻薬，教育の荒廃，貧困，に立ち向かう市民と企業の切実な状況が示され
ている。
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いる。そこで，彼の代案は共済組合，協同組合，非営利組織など，政府でも
なく，営利企業でもない第3の部門を，奨励し，公的に支援しつつ福祉社会
を建設すべきだ，ということになる。このような主張になってくると，政府
や自治体でもなく，ビジネスでもない，第3の部門を確立する意味はさらに
明確となるであろう 15)0 
現代流にいえば，「市場の失敗」にも「政府の失敗」にも対応しうる第3
の道の模索ということになる。
市場の失敗や政府の失敗をそのままにしておくと，市民や住民にとって必
要なニーズの充足が困難となり，福祉や教育のサービスだけでなく，営利性
の乏しい芸術文化の供給や科学技術の開発なども不足してきて，社会的にみ
ると最も必要なものが供給されなくなってくる。そこで，営利事業でもな
く，政府事業でもない「第三の」部門を市民や住民が各分野の専門家，芸術
家や科学者などと協力してつくりあげることが，どうしても必要とされてき
た。これらの事業を「市民らと専門家の協力による仕事おこし」と呼ぶこと
ができ，人や資金を集めて組織を経営するコーディネイター，資金を寄付す
る市民や企業会費や料金などを支払ってサービスを受取る会員や愛好者な
どによって構成される。そして，その仕事の内容が公共的なもので，社会の
共通の利益になると社会が判断すれば，政府から補助金を支給し，また，市
民や企業が寄付を行うとき，課税当局が寄付金の損金算入や必要経費として
の認定を行って「公共政策としての支援」を実行すればよい。
普通， 日本ではフィランソロビーといえば，「企業が社会貢献活動として
利益のなかから芸術文化団体などに寄付をすること」と思われている。しか
し，フィランソロピーの本来の意味はそのようなところにだけあるわけでは
ない。
フィランソロピーの語源を調べてみると，ラテン語で「人類愛」を意味す
る，とある。 lovefor mankindという，本来の意味が，なぜ，「社会のた
15)池上惇「減税と地域福祉の論理」三嶺書房， 1984年， 9ペー ジ以下。
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めの寄付」という位置付けをもつに至ったのであろうか。また，社会的な慈
善活動や善意による寄付など，本来は，哲学者，宗教家，社会福祉実践家な
どの関心事であったフィランソロビーが経済学者たちの関心を惹くようにな
ったのはなぜであろうか。
1962年にアメリカ合衆国で，全米企画協会が主催した「フィランソロビー
と公共政策」と題するシンポジウムの記録が公表された。この報告書の指摘
する問題点を要約すると，次のようになる。
1)従来は経済活動というと，市場経済と公共経済という二つの分野で考
えるのが普通であった。市場経済は家計と私企業の行動を取り扱う私経
済の領域であり，公共経済は主として中央政府や自治体の経済行動の領
域である。しかし，アメリカでは1920年代以降に，個人が寄付活動やボ
ランティア活動によって，福祉，教育，文化，宗教，科学・技術振興な
どの公益的事業に対する社会のニーズに応える，という問題が提起さ
れ，時代が進むと，これらの事業に対する企業の寄付などが拡大してき
たことである。つまり，経済生活におけるフィランソロビーの位置が大
きくなってきたことによって，市場経済や公共経済と並ぶ第 3の経済領
域が拡大してきた，という事実である。
2)これらのフィランソロビーによって，社会のニーズに応えようとする
ときに，政府に向って寄付にたいする支出を課税対象の所得から控除す
るよう働きかけ，個人所得においては，公益事業活動に対する寄付金
を，必要経費として課税当局が認め，課税対象所得から控除する制度が
生まれた。また，企業に対しても，公益事業活動への寄付金を課税対象
となる利潤から控除して損金に算入する制度を設ける事例が拡大してき
た。これらの傾向は，フィランソロビーが単なる私的な行為ではなく
て，社会によって奨励されるべき公共的な活動の一環でもあることが次
第に認められてきたことを示すものといってよい。つまり，人類愛に基
づく経済行動に対して社会が，その意義を認めて，必要経費や損金算入
などの措置を制度化し，一種の経済的なインセンティヴを与えてきたの
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である。これは「公共政策によるフィランソロビーの促進」であるとい
ってよい。
3)このような制度が整備されてきた結果，かかる制度をもつ国におい
ては，納税者たちは「フィランソロビーを行わずに年間の所得のうちか
ら，より多くの納税を行い，政府の公共的なサービス供給に期待する
か，それとも，積極的にフィランソロビーを行うことによって自分が公
共的な活動に直接関わり， 社会のニーズに応えるか」， という選択をな
しうる立場に立つことになる。納税者が政府を仲介としないで直接に公
共的な活動に関わるとすれば，これらの人々の増加とその国の一人当た
りの国民所得の増加が実現するにつれてフィランソロビーも拡大するこ
ととなるであろう 16)0 
IV 税制と補助金・出資金
フィランソロビーを寄付と人的サービスの両面から把握したとき，公共政
策として支援の制度を整備するにも，次の方面からの配慮を必要とする。一
つは寄付を促進するための税制度の整備であり，いま一つは，人的サービス
を供給する主体一ー福祉団体，学校，大学，劇団，交響楽団，財団，協同組
合，事業団など一に対する補助金の支出である。
フィランソロビー税制の基本的な考え方は，個人所得税の計算の際に所得
額の20~30%の範囲内で寄付金支出を家計の必要経費と認め，税金を支払う
ときには課税対象金額から控除することである。また企業の場合は法人税額
の計算を行うとき，所得金額や資本金額の2~3形の範囲内で寄付金を損金
として認め，課税対象金額から控除する。このほか，個人住民税や相続税・
贈与税の場合でも（例えば贈与した側では課税対象金額から控除し，贈与さ
れた側では非課税とするなど）税制上の優遇措置を行うことができる。これ
16) F. K. Dickinson, Ed., Philanthropy and Public Policy, NBER, 1962. 
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らの制度はアメリカ合衆国においては比較的整備されているが， 日本では企
業税制の一部を除いてはほとんど整備されていない。日本で個人の寄付が控
除の対象となるのは，いまのところ，寄付金が 1万円以上，所得の25彩以内
で，国や地方公共団体への寄付，指定寄付，特定公益増進法人への寄付，学
校法人，社会福祉法人への寄付，認定特定信託への寄付，政党などへの寄付
に限定されている。今後は学校法人や福祉法人にならって「芸術文化法人」
の制度をつくって，控除の対象となる範囲を拡大したり，特定公益増進法人
なみの控除を一般の寄付金にも拡大したりする税制改革が必要であろう。
補助金制度の基本的な考え方は，非営利的な組織が，本来は政府などが行
うべき公共的なサービスを人類愛に基づいて供給している場合，人的なサー
ビスの公共性を認めて，経常費や事業費の助成を行うことである。その際，
非営利的な組織は政府から独立した自律的な組織であり，組織を構成する人
々，福祉関係者，学校関係者，芸術家や愛好者の自助の努力や自治による運
営が望ましいことは言うまでもない。そこで政府や自治体は補助金を支出す
るにしても，経常費や事業費の50%以下に金額を抑え，残りは非営利団体が
寄付や入場料収入などで自ら確保し，あるいは独自の財産の蓄積を行って金
利などの収入を当てることになる。これを補助金制度における50%;レー ルと
呼んでいる。
また，政府などが財政的な助成をするからといって，芸術文化の独立性を
脅かし， 統制することがあってはならないので，「アームス・レングスの原
則」といって，出資など資金は提供するが，使途や配分については，各団体
の自治に任せる，という方法を採用することが多い。この場合，政府は各団
体からなる全国的な組織からの推薦を受けて評価や資金配分に責任をもつ委
員を任命し，団体の自治を尊重しながら補助金を配分することになろう 17)。
すでに見たように，日本では個人の寄付金を税制上，必要経費と認めて課
税対象金額から控除する制度は，特別公益増進法人や学校法人，福祉法人な
17)公益法人・公益信託税制研究会編集「フィランソロヒ°ー 税制の基本的課題」公益
法人協会， 1990年。池上惇「文化経済学のすすめ」丸善出版， 1991年。
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ど一部を除いては，まだ整備されていない。しかし，民間や住民運動のなか
から，住民のニーズに応えて住民自身が仕事を起こしてサービスの供給を開
始した例は決して少なくない。大部分の芸術文化活動はいうまでもなく，障
害者の共同作業所の建設，協同組合組織による地域福祉活動，高齢者雇用事
業など，多くの事業は切実な住民のニーズから出発して，最初は募金や販売
活動により基金を形成し，資金，人材，場所，ネットワークなどの地域資源
をコーディネイトしながら公共的サービスを供給しようとした。これらの事
業が多数の住民の支持をえて，自治体が交付し，さらに国からの措置費の交
付や福祉法人としての認可を得ることも多い。かかる経営においては，創業
者による創意，自発性，専門家の協力などが定着していて官僚化する危険が
少なく，また，利用者とのコミュニケーションが良好で住民の参加制度が発
展しているものもある。かかる経験が公企業の経営にも次第におよびはじめ
たならば，人権を支える公共性のある公企業活動は，本来の機能を回復する
であろう 18)0 
フィランソロピーといえば金銭を寄付することだ，という通念がある。し
かし， 実際にも， 理論的にも， フィランソロビーの， もう一つの重要な柱
は，芸術文化の創造を担う芸術家やその関係者，または，科学者や牧師や技
術者，医師，教育者，専門家などの「無償の，または，社会的に見て非常に
低い水準での報酬による人的なサービス」と「一般市民や住民のボランティ
ア活動による人的なサービス」である。大多数の芸術家や科学者たちは，正
当な報酬が得られることを当然の権利とはみなしているが，正当な報酬が得
られないからといって仕事を止めようとはしない。多くのボランティアも同
様であって，彼等も金銭的な利害関係を無視して，社会が動くとは思ってい
ないが金銭的で経済的な基礎と同様に，社会の倫理的な，あるいは道徳的な
基礎を考慮せずには社会は動かない，と考えている。
よく知られているように日本の専門家層の待遇は，社会の賃金水準からみ
18)池上惇「福祉と協同の思想」青木書店， 1989年。
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ても問題にならないぐらい低い水準である。しかし，彼等の仕事への情熱や
彼等を支える学生や大学院生，ポランティアたちの情熱は多くの創造活動を
支えてきた。これらの人的サービスは金銭的に表示されないので過小評価さ
れがちである。これらの努力や実践を正当に評価するためには，金銭的な評
価だけでは明らかに不十分である。では，先に指摘した社会の倫理的な評価
の基準とは何であろうか。
日本では倫理とか，道徳とかいうと，市民の「外部」にある規範に市民を
したがわせるための基準である，といった理解が多いが，欧米で倫理という
場合には，端的には「個人の個性を尊重しあいつつ，そのための共通のルー
ルをつくりあげてゆくこと」を意味していた。そうなると，同じ寄付といっ
ても，利己心や虚栄心を満足させるための寄付は倫理性に乏しく，被援助者
の人間性や人権を支えようとする純粋な心情，また共感に由来する同朋への
愛に支えられた寄付こそ倫理性の高い寄付行為である。寄付者はこの行為に
よって，自分と同胞との共通性を示すとともに，自分でなければできない独
自の判断を自発的に示すことによって，「アイデンティティ」を実現する。
自己実現という語の本来の意味は，自己の独自の，個性的な判断によって行
動を起こし，同胞との人間としての共感によって人間としての共通性を自覚
することである19)0 
アメリカ合衆国について，ボーモルとボーエンが調査したところによる
と，第2次大戦後の1962年をとると， 低所得者である年間3,000ドル以下の
4. 7%, 10, 000ドル以下の中の下といえる所得水準の人々が55.8%の寄付を
提供し， 10万ドル以上という高額所得者の人々はわずかに6.3%に過ぎなか
った20)。貧乏人のほうが金持ちよりも寄付にしめる比重が大きいのは，貧乏
人の数が多いからとはいえるが，被寄付者への共感をより多く有するという
19) K. E. Boulding, Notes on a Theory of Philanthropy, F. K. Dikinson, Ed., 
op. cit., P. 60. 
20) W. J.Boumol and W. G. Bowen, Performing Arts-The Economic Dilemma, 
1981. 3rd printing., Chap. 13. 
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点では当然ともいえる結果かもしれない。
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日本においても今後，フィランソロビーにたいする公共政策が展開される
ようになれば，人権の保障に関する多くの人々の関心が高まり，生存権や環
境権の保障にむけて，フィランソロビーから出発しつつ，公的な支援を媒介
にして，より整備された公的制度や公企業が誕生する可能性がある。そのよ
うな公企業は，良好なインフラストラクチャーとして機能し相互の個性の尊
重と自己実現の機会を拡大するであろう。
